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1.はじめに
筆者は本ガイドライン作成に,(社)日本歯科麻
酔学会のガイドライン策定委員会指示のもと,日本
歯科麻酔学会静脈内鎮静法ガイドライン策定作業部
会の一員として参画しました。本ガイドラインは平
成21年10月に完成し,Mindsはもとより,日本歯
科麻酔学会ホームページ,日本歯科医学会歯科診療
ガイドラインライブラリーにも収載されています。
ここでは,本ガイドラインの概要について解説しま
す。
2.本ガイドラインの位置づけ
平成20年4月に静脈内鎮静法が保健導入されるに
あたり,日本歯科麻酔学会では安全かつ効果的な施
行実施のためにガイドライン策定の必要に迫られま
した。そして策定にあたっては,実際に頻繁に臨床
応用している歯科麻酔関係者だけでなく,日本口腔
外科学会,日本障害者歯科学会,日本H腔インプラ
ント学会,日本小児歯科学会,日本高齢者歯科学
会,口本有病者歯科医療学会,外部評価者として日
本医療機能評価機構からも参加を得て完成に至りま
した。したがって,本ガイドラインは歯科麻酔科医
からの一方的なものではなく,これから静脈内鎮静
法を始めようとしている歯科医師にとっても有用な
ものと考えます。
また,歯科疾患の診療手順やその根拠を示す,
"診療ガイドライン''とは異なり,TechnologyAppraisal
(TA:薬剤・機器・処置等の推奨)やInterventional
Procedure(IP:診断・処置の手順)の範疇に位置づ
けられるべきもので,良質な歯科診療を支援するた
めの患者管理の一指針として作成されたものです。
この経緯には,医療現場で行われている静脈内鎮静
法に意識下鎮静や深鎮静など概念・適応症・管理方
法に相当な解離があり,共通認識に立った静脈内鎮
静法の原型,基本形ともいうべき指針が必要だった
からです。したがって,本ガイドラインは歯科医師
の裁量を規制し,診療を拘束するものではなく,む
しろ診療を支援するためのものです。
3.ガイドライン作成の手順(図1)
作成の手順は「根拠に基づいた医療Evidence-
basedMedicine(EBM)」の手法1)に準じて,実際
に行われている静脈内鎮静法の現状から臨床上の疑
問点(ClinicalQuestion:CQ)を明確にし,各CQ
に対し文献検索を行いました。
参考文献の選択方法は医学中央雑誌,PubMedを
中心にしました。参考文献より導きだされたエビデ
ンスレベルと推奨内容を作業部会で協議し,最終案
を提出しました(図2)。
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図 1 作成手順のフローチャート
4.本ガイドラインの日的
静脈内鎮静法は,歯科治療中の患者の精神的緊張
を緩和することで数多くの恩恵が患者にもたらされ
る極めて有用な患者管理方法ですが,薬剤の投与
量,投与速度や患者の薬剤感受性によっては意識消
失,呼吸停止など甚大な事態に陥る危険性がありま
す｡そのため,患者の全身状態はもとより総括的な
術前評価と安全 ･厳格かつ巧赦な術中 ･術後管理が
不可欠です｡
静脈内鎮静法の基本ともいうべき "意識下鎮静
法"に関する包括的な指針が未だ存在しないことを
鑑み,本ガイドラインでは,静脈内鎮静法における
"意識下鎮静法'を安全かつ効果的に行うことを目
的に標準的な指針を作成しました｡
本ガイ ドラインは,あくまで患者の視点に立っ
推奨度
エビデンスレベル
A:行うよう強く勧められる
B:行うよう勧める
C:行うよう勧めるだけの根拠が明確でない
D :行わないよう勧められる
Ⅰ:システマティックレビュー/メタアナリシス
Ⅱ:1つ以上のランダム化比較試験による
Ⅲ :非ランダム化比較試験 /前向き臨床試験
Ⅳ:分析疫学的研究 (コホート研究や症例対照研究による)
Ⅴ:記述研究 (症例報告やケースシリーズ)による
Ⅵ :患者データに基づかない専門委員会や専門家個人の意見
図2 本ガイドラインで使用した推奨度とエビデンスレベル
なお,原則としてエビデンスレベルⅠおよびⅡを推奨度A,エビデンスレベルⅢを
推奨度B,エビデンスレベルⅣ～Ⅵを推奨度Cとした｡また,ⅠおよびⅡのような報
告が見当たらないものであっても,本作業部会で推奨度が高いと判断した項目につい
ては,｢ガイドライン策定作業部会による推奨度AあるいはB｣として標記した｡
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た,安全 ･安心で質の高い歯科医療が受けられる体
制を構築するために作成されるものですが,同時に
医療者が "静脈内鎮静法'を行っている状況で適切
な判断を下せるよう支援する目的で作成されたもの
です｡
5.主なCQと推奨ファイル
本ガイドラインでは静脈内鎮静法の基礎知識 (総
論),術前 ･術中 ･術後管理に対し21のCQが選定
され,詳細にわたり解説されています｡その中のい
くつかを紹介します｡
◆2.術前管理
6)静脈内鎮静法のための教育と研修は
<推奨>
安全に静脈内鎮静法を施行するために,麻酔薬の
薬理,麻酔法,全身管理法および救急蘇生法の教育
と研修を受けなければならない 【ガイドライン策定
作業部会による推奨度A】｡
<科学的根拠>
アメリカ麻酔科学会は,｢非麻酔科医による鎮静
と鎮痛の実践ガイドライン｣(レベルⅥ in I)にお
いて,非麻酔科医が鎮静を施行するにあたっては,
麻酔薬の薬理,麻酔法,全身管理法および救急蘇生
法の教育之研修を受けることを強く推奨している｡
また,アメリカ歯科医師会は,｢歯科医師による
鎮静法および全身麻酔施行に関するステートメン
ト｣(レベルⅥ),｢歯科医師による鎮静法および全身
麻酔施行のガイドライン｣(レベルⅥ),｢歯科医師お
よび学生に対する痔痛制御および鎮静法教育のガイ
ドライン｣(レベルⅥ)で教育と研修についての指針
を示しており,鎮静法を施行するには定められた教
育と研修を受けることを強く推奨している｡
◆3.術中管理
1)静脈内鎮静法の実施者が処置の実施者を兼ね
ることができるか
<推奨>
目標とする鎮静度がconscioussedation(moderate
sedation)の場合,処置を行う術者が静脈内鎮静法を
実施することができる｡ただし,その術者は麻酔や
救急処置に関する相当な知識と技術を修得している
必要がある｡また患者の状態を監視することに専念
するアシスタントを1人以上の配置する必要がある
【推奨度C】｡
なお,deepsedationを行う場合には,術者とは
別の歯科医師 (医師)により管理されることが望ま
しい 【推奨度C】｡
<科学的根拠>
このことに関するデータは少ないが,術中の患者
管理は術者とは別の者が行う監視下鎮静管理が原則
である1)(レベルⅥ)｡
アメリカ麻酔科学会 (ASA)の非麻酔科医による
鎮静 ･鎮痛のガイドライン,およびアメリカ小児科
学会の鎮静ガイドラインでは,根拠となる研究は存
在しないものの,専門家の意見として,処置を行う
術者が鎮静中の患者の状態を十分に把握することは
不可能であることを認めた上で,鎮静レベルに応じ
た術中管理のあり方について言及している｡目標と
する鎮静レベルがmoderatesedation(conscious
sedation)の場合,処置を行う術者自身が静脈内鎮
静法も実施してもよいが,その術者は緊急時にも十
分対応できる専門的知識と技術を持った者でなけれ
ばならない｡さらに,患者の状態を監視するための
アシスタントを1人置かなければならない｡一方,
deepsedationを実施する場合には,術者とは別
に,患者管理に専念する専門家を配置しなければな
らないとしている (レベルⅥ)｡
Rodgersは,術者でもある口腔外科医自身によ
り行われた静脈内鎮静法 2,889例を調査し,合併症
の発生頻度は2.7%であったと報告 した (レベル
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Ⅴ)｡この研究において,静脈内鎮静法を実施した
口腔外科 医 は,麻 酔 の知識 を持 ち (National
DentalBoardofAnesthesiologyの有資格者),
ACLSの トレーニングを2年ごとに受けていた｡
また術中の患者監視は,麻酔の講習を受けた看護師
により行われていた｡
Leeらは,静脈内鎮静法を術者でもある口腔外科
医が実施した場合と,麻酔科医または麻酔看護師が
実施した場合とで,術中の合併症の発生頻度はそれ
ぞれ0.4%と0.25%で差はなかったと報告した (レベ
ルⅤ)｡
6.おわりに
静脈内鎮静法は精神的緊張を緩和するのみなら
ず,内因性カテコールアミンの遊離抑制作用などか
ら,全身疾患を有する患者が増加している昨今,そ
の応用価値は極めて大きい｡しかし,その使用法次
第では ｢諸刃の剣｣になる危険性もあり,自分の知
識,技量と患者の全身状態を勘案し,実施すること
が肝要です｡
静脈内鎮静法の安全な施行のため,本ガイドライ
ンが役に立つことを切に願います｡
参考文献
1)福井次夫ほか編 :Minds診療ガイドライン作成の
手引き2007.医学書院,東京,2008.
●ガイドラインの目次とCQ (クリニカルクエスチョン)の内容●
1.総論 ･基礎知識
1)静脈内鎮静法 (intravenoussedation)とは
2)静脈内鎮静法における意識下鎮静法 (conscious
sedation)
3)拒否行動を制御する手段としての鎮静法や深鎮
静 (deepsedation)に対する考え方
4)監視下鎮静 (麻酔)管理とは
5)静脈内鎮静法で用いる鎮静薬に望まれる作用は
C1inicalQuestion(CQ)
2.術前管理
1)患者の全身状態をどのように評価するか
2)静脈内鎮静法の適応症 ･禁忌症は
3)ルーチンな術前スクリーニング検査 (血液 ･胸
部エックス線写真 ･心電図)は必要か
4)患者への説明と同意 (インフォームド･コンセ
ント)をどのようにするか
5)術前の経口摂取制限は必要か｡必要ならどの程
度の制限か
6)静脈内鎮静法のための教育と研修は
7)静脈路確保のための技術の修得は
3.術中管理
1)静脈内鎮静法の実施者が処置の実施者を兼ねる
ことができるか
2)静脈内鎮静法下での処置時間はどれくらいが適
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切か
3)術中合併症として何が起こりうるか
4)静脈路確保時,神経損傷を避けるための留意点
は何か
5)静脈内鎮静法でモニタリングを行うと静脈内鎮
静法の安全性を高められるか
6)静脈内鎮静法で目的に応じて薬物を使い分ける
ことは有用か
7)静脈内鎮静法で滴定投与 (titration)を行うと静
脈内鎮静法の安全性を高められるか
8)静脈内鎮静法で用いる括抗薬の使用は有用か
9)静脈内鎮静法の術中管理で酸素投与の準備は必
要か
10)静脈内鎮静法の術中管理で緊急用器具の準備は
必要か
ll)静脈内鎮静法の術中管理で気道確保や蘇生法の
技術習得は必要か
4.術後管理
1)静脈内鎮静法からの回復をどのように判定する
か
2)静脈内鎮静法後の帰宅許可の目安は何か
3)術後合併症発見のために何をモニタリングする
か
9
